交野市　条例適用不利益処分個票
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担当部署:　水道局 工務課　
	処分の概要
	分担金の徴収

	例規名
根拠条項
	交野市水道事業給水条例　第36条第1項

	例規番号
	昭和43年条例第3号

	【根拠条文】
(分担金)
第36条　管理者は、給水装置の新設又は増口径工事の申込者から次の表に定める額に消費税等相当額を加えて得た額を分担金として徴収する。ただし、増口径工事の場合は、新口径と旧口径に係る分担金の差額とする。
	メーターの口径
	分担金
	メーターの口径
	分担金

	13ミリメートル
	60,000円
	75ミリメートル
	6,000,000円

	20ミリメートル
	144,000円
	100ミリメートル
	12,780,000円

	25ミリメートル
	264,000円
	150ミリメートル
	36,720,000円

	40ミリメートル
	840,000円
	200ミリメートル以上
	79,440,000円以内で管理者が定める額とする。

	50ミリメートル
	1,440,000円
	
	


2　連用給水装置(貯水槽を設けて複数の独立した住居、店舗、事務所又はその他の施設に給水する装置をいう。)による分担金は、各戸(箇所)の入口に設置するメーター(以下「各戸メーター」という。)がある場合は各戸メーターの口径により、各戸メーターがない場合は各戸(箇所)の引込管の口径を各戸メーターの口径とみなして各戸(箇所)ごとに計算した額の合計額に消費税等相当額を加えて得た額とする。
3　専用給水装置に給水する複線給水装置の分担金は、各戸(箇所)の給水管の口径をメーターの口径とみなして、各戸(箇所)ごとに計算した額の合計額に消費税等相当額を加えて得た額とする。
4　臨時用の分担金は、2年間を基準として月割計算により算出した額に消費税等相当額を加えて得た額を徴収する。
5　分担金は、給水装置工事の着工までに一括して納入しなければならない。ただし、集合住宅等の分担金は、貯水槽までの給水装置工事に係る許可をする段階で一括して納入するものとする。
6　既納の分担金は、還付しない。ただし、計画変更等があつた場合は、この限りでない。

【基準】
根拠条文に同じ。



	備考
	

	

	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	平成26年8月1日
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